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１．はじめに
農業への関心がにわかに高まっている。対外的には環太平洋経済連携協定（TPP）交渉の過程で，
農業をどのように扱うかが１つの論点になっているからである。TPPが締結されたのち，他の加
盟国との競争の中で，日本の農業はどのような位置取りができるかという点が重要である。国内的
にも，４０年に亘る農業政策の迷走の果てに減反政策の見直しが決まり，農業の自立を促す政策が打
ち出された２）。農業は日本のみならず，米欧はじめ世界各国で注意を要する（センシティブな３））産
業となっている。その背景は，いうまでもないが，食料が代替不可能な製品４）で，最低必要量が人
口に応じて決まっているからである。先進国についていえば，自給できなくとも当面は輸入によっ
て必要量を確保できるが，それが将来に亘って保障されているわけではない点に留意が必要である。
伝統的な貿易理論によれば，各国ともに比較優位，比較劣位の産業を抱えているが，比較優位の
産業を磨き，比較劣位産業は他国に任せ，交易を盛んにすることが合理的といわれる。基本的には
そのとおりで，経済発展と賃金レベルが一定以上の先進国で，付加価値の低い労働集約的な工程を
無理に維持することは正しくない。ただ，筆者の問題意識は，それを産業レベルで評価してよいの
かどうかという点にある。実際，先進国のなかにも，あるいは新興国のなかでさえ，競争力に乏し
いと思われている産業のなかで，存続するだけでなく，一定の存在感を示している企業がある５）。
さらに，「第二のアンバンドリング（second unbundling）」６）といわれるように，生産工程を分割し，
国境を越えて配置するフラグメンテーションが進行しており，競争力の有無を伝統的な産業区分で
評価するのが適当かという疑問によるものである。
筆者の専門は国際ビジネス論であり，新興市場における国際ビジネスの進展をどのように理解す
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るかを研究テーマとしている。ユーラシア各国の競争力に乏しいと思われている産業において，活
躍する内外企業の活動と優位性の背景を探りたいと思っている。その第一歩として，日本で競争力
に乏しいとされる農業を含むいくつかの産業で，存在感を示している企業の経営実態に迫るという
のが直近の課題である。そもそも農業は自立困難で競争力に乏しい産業であり，それは農業全般に
いえることなのかどうか。そうした設問への解答はマクロな視点で検討することも必要であるが，
それは別稿（世界経済研究協会，『世界経済評論』２０１４年５，６月号に寄稿予定）に譲ることにし
たい。本稿では，農業法人でのインタビュー調査を中心に，創業者のプロフィールと各社の経営実
態に基づくミクロな視点から，自立可能な農業経営の在り方について考えてみたい。
２．分析アプローチ
（１）検討対象
今回検討対象となるのは，筆者が２０１３年７月から１１月までに訪問調査を実施した８社である。土
地利用型農業といわれる食糧生産を中核とする３社と集約農業の６社である。後者のなかに畜産は
含まれず７），野菜や花卉栽培に従事する法人である。地域的には北は青森から南は宮崎までで，存
在感のある特徴的な農業生産法人を調査することができた。
農業においても，規模の拡大と付加価値を高める取り組みは他の産業と共通である。１つは製品
や事業の多角化と同様に，例えば稲作のみならず，野菜や果実の栽培を行うことでプロダクトミッ
クスを充実させる取り組みである。もう１つは今村奈良臣が提唱した「農業の六次産業化」である８）。
農業は一次産業に留まるのでなく，農産物の加工，食品生産を行う二次産業，そして卸小売や観光
などの三次産業に踏み出すことで付加価値を高め，地域の活性化が可能というものである。付加価
値連鎖を垂直方向に広範囲にカバーすること（垂直的統合）で収益の拡大を図る戦略である９）。以
下で検討する８社の農業法人は各社とも両方向へ活動領域を拡張しているが，踏み出し方と実績に
は差異がある。これらの８社を六次産業化の程度（x軸）と土地利用の程度（y軸）のグラフにプ
ロットしたのが図１である。
詳しくは第３節に譲るが，土地利用型３社でも垂直統合（六次産業化）の程度は異なるし，土地
利用度にも違いがある。集約農業といってもコンニャク芋や野菜全般の栽培を大規模に行う法人と
ハウス生産が中心の会社では土地の利用度が大きく異なる。調査対象は８社と限定的ではあるが，
多様な農業生産法人を取り上げることができ，不偏性を一定程度，担保できたと考える。
（２）共通点の抽出
今回インタビュー調査を実施した８社の農業法人の創業者のプロフィールと，事業についての概
略と特長については次節のとおりである。それらを検討する過程を通じて，各社の共通点と相違点
を意識しつつ，農業の再生において農業法人が果たすべき役割について考察するとともに，企業経
営の本質についても再考したいと考えている。
筆者はかつて地方の企業家の起業プロセスと事業内容を分析する際に，企業家行動の３要素とし
て，イノベーション，コミットメント，外向性を挙げ，議論したことがある１０）。イノベーションは
経済学を源流とし，コミットメントは行動科学における人間行動の一要素であり，外向性はソーシ
ャル・キャピタル論に関連するテーマである。本稿ではこれらの用語法に若干の修正を加え，優れ
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た経営思想，科学的思考と行動，外向的姿勢という３つのキイワードに基づき，各々の創業者，事
業について考えてみよう。
経営思想とはコミットメントに通じる。農業は長らく自立困難な産業として保護の対象であった
し，その中心が各地の農協であった。近代農業に脱皮する段階では農協の存在意義は高かったが，
その後も長らく農家に必要な経営資源（資材と種苗，技術，金融）と市場（事後的に決定される一
律の価格に基づく販売先確保）を独占的に農家に提供し続けてきた。一般論としていえば，それが
自ら考え，行動するという農家の主体性を阻害し，結果的に農家の自立を妨げてきたのではないか。
こうした状況からの脱却と自立を目指す意志が法人設立に至った事例は多い。また，自身が理想と
する農業を実現しようとする強い意志に基づき法人化を決断する場合もある。ここで経営思想とい
うのは，創業者の就農，法人化の決断を動機づけた背景にある基本的な考え方のことである。
科学的思考というのは進取の精神に基づき，新たな技術や事業について仮説を設定し，検証しな
がら自社に適合するやり方を模索するという姿勢である。また，農業を「技術的な農業」に留めず，
事業としての農業，すなわち「農業経営」を実現するために，バランス感覚を持って経営に当たる
ことをいう。経営においてはいかに二律背反の課題を克服するかがカギとなるが，その際，重要な
のがバランスの取れた思考と行動である。そして，それを可能にするのが進取の精神に基づく科学
的思考といえる。科学的思考によって様々な分野のイノベーション１１）が生まれることに留意したい。
外向性というのは，事業においては農業資材など経営資源の供給者，顧客，事業パートナーとの
関係構築に積極的な姿勢をいう。経営者であれば，地域社会，業界団体，経済団体において他者と
の関係づくりを進め，社会に対して積極的に発言し行動できる資質をいう。また，優れた先達に学
図１ 各社の事業概要
出所）筆者作成。
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び，自身の生き方や経営指針に活かすことができる学習意欲の強さも含まれる。困難に遭遇したと
きに手を差し伸べてもらえるという消極的な理由のみならず，限られた経営資源を補完し，競争力
のある経営資源構築のための豊かなネットワークづくりという積極的な意味もある。近年は大企業
であっても，他社との連携は重要であるが，中小規模の会社においてはなお有意義である。
優れた経営を実践する８社の共通点を探るうえで，経営思想，科学的思考，外向性をキイワード
とするが，それらは独立した説明変数ではなく，相互に関連し合うと思われる。明確な経営思想は
科学的思考に従って具体的な経営手法となるし，優れた経営思想は他者をも引き付け，豊かなネッ
トワークを作る。組織経営における科学的思考には，社会との接点を充実させ，意欲的に学習する
姿勢が不可欠である。そうした外向性によって，社会における自社の存在意義やあるべき農業の姿
を意識することができ，優れた経営思想に基づく科学的経営を可能とする。このように３つのキイ
ワードが相まって，優れた経営が実現するものと思われる。本稿の議論はこうした仮説が説得力を
持つものかどうかの検証プロセスでもある。
他方，各社の事業内容とカバーする範囲，他者（例えば，農協）との係わり方，経営方針・手法
など，具体的な経営戦略についてはそれぞれ異なり，時には正反対ということもままあるのでない
か。こうした分析枠組みを図表化したのが図２である。こうした理解がどの程度合理性を持ってい
るか，あるいは適用できない分野は何かについて考察することとしたい。
図２ 分析の枠組み
出所）筆者作成。
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３．土地利用型農業法人
（１）西部開発農産（表１）
同社の創業者で会長の照井耕一は幼少時に父親を亡くしたため，篤農家のもとで働きながら，定
時制の農業高校で学び，家業である農業を志した１２）。食糧づくりの大切さを心に刻み，営農規模を
拡大し，自立したいと考えるようになったという。１９６０年代の終わりには，３ha１３）の水稲と畜産を
協同で行う組合を立ち上げた（その後，解散）。１９７０年代に入ると減反政策が本格化したため，転
作地を引き受け（小麦などの栽培），７０年代終わりに農地は５０haの規模になった。そして，１９８６年
に有限会社西部開発農産を３人でスタートさせたのである。
西部開発農産の特徴は，経営理念に謳われているように地域の農作業を積極的に請け負うことで，
郷土の農地保全を図るというところにある。２０１３年の作付面積は，水稲が１４８ha，大豆が２５４ha，
小麦が１９３ha，二毛作のそばはのべ１３６ha，飼料米が５６ha，キャベツなどの野菜が１２haなどとなっ
ており，合計で８１０haにもなる。このほかに１２０haの農地の作業を受託する一方，肥育牛２００数十
頭の畜産にも従事している。また，ひまわり味噌の開発，そば，そうめんの加工，米の直接販売，
野菜と大豆の契約栽培を行うなど，２次産業化，３次産業化も試みてきた。しかし，同社の特徴は
何といっても，大規模農場で効率経営を実現していることである。日本の農家（含兼業）の平均経
営面積が１．８ha，ドイツとフランスが４０ha強，米国が１８０ha１４）であることから，同社の耕作面積は
抜きん出た規模であることが分かる。
農水省の農業指導員などからは適正規模を大きく越えているとの指摘をしばしば受けるという。
例えば，全国平均で米と麦類の平均生産コストは規模の拡大に従って徐々にコストは低下するが，１０
haを越えるあたりからコストは下げ止まるという１５）。つまり，農業機械の導入による生産性向上
は１０ha強の生産規模までは規模の経済性が効いてコストを押し下げるが，それを越えると圃場の
分散や，作付けと収穫時期が決まっていることなどによる非効率性が増し，生産性向上分を相殺し
てしまうのである。もちろん，生産品目，圃場の配置，立地の気候等によって，規模の経済と不経
済が均衡する最低水準は異なる。ただ，農業は工業と異なり，自然が相手の生産活動であるため，
年間を通じた作業の平準化が難しい。穀物生産のような土地利用型の農業は広大な農地をカバーし
なければならないことから，規模の経済性を享受できる範囲は自ずと限られる。これが，農業指導
員が西部開発農産に対して，規模の不経済を懸念し，問題点として指摘する背景なのである。
照井もせいぜい３５km圏内の農地１，０００haが限界であろうと思っているという。日本で最大級の
表１ （株）西部開発農産プロフィール
１．代表者 照井耕一（会長），照井勝也（社長）
２．所在地 岩手県北上市
３．法人設立 １９８６年（当初は有限会社として設立）
４．資本金 ２，６９７万円
５．売上高 ５．６億円（２０１２年）
６．農場面積 ７４３ha（そばの二毛作をあわせるとのべ８１０ha，ほかに作業受託が１２０ha）。
７．生産品目・事業 稲作，大豆，小麦，そば，キャベツ，飼料米，牧草の生産。畜産物の生産。農産物の
加工など。
８．社員数 役員４人，社員３３人，パートを加え，全体で１００人程度。
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農業経営が規模の不経済を克服している理由を３点に絞って整理しよう。第１は新技術の導入によ
る作業効率化の追求であり，その結果として低コスト生産の実現していることである。育苗や耕起
の手間を省く水稲直播や不耕起播種のほか，土地の有効活用が可能になる小麦立毛間播種など，新
たな技術の導入に積極的に取り組み，年々拡大している。水稲直播は肥料米が多いが，一部食用米
にも導入されている。不耕起播種は中南米を視察した際に注目し，帰国後，実地テストを行い，結
果が良好であったため採用した。小麦立毛間播種は前作の大豆の収穫直前に小麦を播種することで，
複数年多毛作が可能となった。第２は大型機械の導入である。大規模営農に適合しない国産農機で
はなく，マッセイ・ファーグソンなど米国製の大型農機を数台揃え，大規模営農に適した態勢を整
えている。そして，機械のメンテナンスのために社員２人を専任配置することで機械の稼働を安定
化させている。第３は社員の育成である。水稲は４人，大豆，小麦，そばはそれぞれ１人の専任担
当者を配置し，社員は各作物のプロになるよう求めている。指導の要諦は教えるのではなく，ヒン
トは投げかけるものの，自分で考え，行動できるようにするというものである。こうした取り組み
を通して，西部開発農産の労働生産性は極めて高いものとなっている。米は反収（１０a当たりの収
量）が全国平均に比べ４％低いものの，１０a当たりののべ労働時間を３６％低く抑えているのである。
西部開発農産の経営上の転機は，２００７年に農協からの運転資金借り入れを農林漁業金融公庫（現
日本政策金融公庫）にシフトするとともに，借入額を増額できたことである。また，資材購入先や
販路についても農協からの自立を図ったことで，経費の圧縮と販売価格の引き上げに成功した。作
物別に異なるが，現在，全体では農協経由の販売が２割，あとは契約販売と自前販売がそれぞれ４
割程度という。
西部開発農産の第一の特長は，経営者の農業と農地保全への強い思いを背景に耕作条件の良し悪
しに係わらず，農地を引き受け，効率の高い大規模営農を実現していることである。そのために新
農法，大型設備の導入をためらわず，仮説の設定と検証を自ら行うなど，科学的思考と実践を行っ
ているところが第二の特長といえる。産品についても，米中心から大豆，小麦，そばなどの穀物と
各種野菜の生産を手掛ける複合経営へと転換を図り，耕地の効率利用を実現している。そのことが
経営の安定に寄与していることはいうまでもない。
（２）六星（表２）
六星は，１９７７年に石川県白山市でレタス栽培に従事する５戸の農家が共同で設立した中奥六星生
産組合が母体になっている１６）（当初は６人で話し合いが始まり，それが「六星」の由来となった。
ただし，最終的には４人になった）。１９７９年にレタス・水稲栽培の共同作業や機械設備の共同利用
のための農事組合法人六星生産組合に改組し，１９８９年には有限会社化（有限会社六星生産組合），２００７
年に株式会社化（株式会社六星）し，現在に至っている。４人の創業者は有限会社化に先だち，共
同事業を継続するか，それともそれぞれが別の道を歩むか１年かけて議論した。結果的には，借地
も多く，農地をつぶせない（農業を続けたい）し，食品加工事業が安定度を増したこともあり，事
業の継続を決断した。そして，家業としての農業を協同で行うのでは発展が見込めないとして，有
限会社化し，社員を雇用する永続事業体を目指すことになったのである。４人の創業者の意思疎通
は良かったが，もともと個性も強く，時間の経過に従って意見の違いも出てきたという。１年かけ
てじっくり議論したことで，会社のあり方についての合意形成ができ，同社の経営理念と方針が確
固たるものとなったと思われる。会社を主体とした営農が同社の第一の特徴である。
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六星の事業の最大の特徴は六次産業化である。１９８１年にもち米の栽培を始め，早くも１９８２年にか
き餅の生産を開始し，１９８４年には専用の加工工場を建設し，餅の生産も行うようになった。早くか
らカビなどの発生を抑制し，品質維持を図るため，オゾン殺菌装置やエアシャワーを導入した。農
家の片手間ではなく，会社の事業として推進するという意思が明らかで，そうした事業へのコミッ
トメントが食品加工と直営店の成功につながった。
２０１３年販売計画では８．７億円の売上げの２．８億円が餅，惣菜が１．４億円，菓子が３，４００万円，漬物が
１，５００万円となっている（米は２．３億円，野菜は１９００万円）。チャネル別では，百貨店などの催事を
含む卸販売が３．７億円，自店舗での販売が３．７億円，ネット販売などが９，０００万円となっている。現
在，直営店３店とレストラン１店を展開している。
このように書くと，六星における農業の六次産業化は先を見通した優れた経営戦略が奏功したも
のと思われるかも知れない。それは間違っていないが，六次化は農業の制約条件を克服する取り組
みが出発点である点を見逃してはならない。通年雇用の社員による会社であれば，農作業ができな
いからといって冬は開店休業というわけにはいかない。米だけでなく，野菜の栽培を拡充したのも，
かき餅や餅の生産と販売を始めたのも，冬場の仕事を作り出すためであった。仕事，農地利用，設
備稼働などの平準化対策は農業経営の課題であり，それが工業と大きく異なる点である。六次産業
化の経営戦略が優れていたというよりは，六次産業化の過程で経営資源を蓄積してきたといえるの
である。ところで，食品加工と販売が経営の安定化にとって大きく寄与している六星であるが，原
料となる農産物を自社産にこだわる方針は堅持することにしている。企業の成長を最優先すれば，
ボトルネックの原料供給を多角化すべきであるが，農業生産法人という自社の存在意義を大事にし
たいし，食品加工において大手で競争することも得策でないとの現実的なバランス感覚に基づく判
断といえる。
六星の２０１３年の作付面積は合計で１４１haであり，うち米が１３２haを占める（ほかに野菜が４．７ha，
そばが４．２ha）。県庁所在地（金沢市）の近接地としては有数の規模での営農といえる。なお，ほ
かに将来の共同経営に向けた技術提携先，作物買付け先があり，それらは４０haの規模である。米
の作付面積中，もち米は４４ha，コシヒカリの無農薬特上米は１９ha，ほかに２種類のコシヒカリ減
農薬米がある。全国平均の反収が５３０kg程度といわれるなか，コシヒカリの特上米はマイナス１３％，
コシヒカリ全体でもマイナス８％となっている。もちろん経営的には増産を追求したいところであ
るが，逆にいえば高付加価値米を生産し，自前販売が可能となっている点にこそ同社の強みがある
といえる１７）。
表２ （株）六星プロフィール
１．代表者 軽部英俊（社長）
２．所在地 石川県白山市
３．法人設立 １９８９年（有限会社として）
４．資本金 ２億４，３０５万円
５．売上高 ８．３億円（２０１２年）
６．農場面積 １４１ha。
７．生産品目・事業 米，野菜，そばの生産，食品加工（もち，漬物，惣菜など），小売（３店舗），レスト
ラン（１店）。
８．社員数 常勤役員５人，社員３２人，パート・アルバイト約６２人，繁忙期に短期アルバイト２０―３０人。
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六星の２０１３年６月末の役員と社員数は４１人で，社員の平均年齢は３３歳となっている。創業者４人
は第一線を退き，現在は非常勤の取締役を務め，社長は東京出身で元サラリーマン，農業経験のな
い輕部英俊（創業者の１人の娘婿）が務めている。パートは５６人，それと短期パートとアルバイト
を餅加工の繁忙期（１０月から１２月）に２０―３０人雇用している。しばらく定着率が低かったものの，
近年は定着率が増し，新卒と中途採用を毎年数名採用している。社員は単なる労働者ではないし，
農業経験者であればよいわけではないという。一緒になって会社を発展させ，将来，経営を担うこ
とのできる人材を求めている。それは，採用面接において，会社で何をしたいのかを問うているこ
とからも分かる。結果的に勉強熱心で，かつ活動的な人ということでほとんどは大卒人材の採用に
なるという。実際，社員には農業経験のない人も多いし，首都圏など遠方からの就職も多いようで
ある。
六星の特長の第一に「会社」による経営である。第二は六次産業化のモデルケースといえる点に
ある。六次産業化のきっかけは仕事の平準化であるが，そのために必要な加工施設，衛生装置への
大胆な投資も特筆に値する。大規模ライスセンターへの投資など，事業規模に比べれば過大ともい
える設備投資を先行してきたことは第三の特長といえる。資金調達には苦労したようだが，共同経
営でありながらぶれない経営哲学（根底は会社をつぶせないという使命感）が基礎になってきたこ
とが大きかった。大胆な戦略と実直な組織運営がうまくバランスした。また，六次産業化に強みは
あるものの，あくまでも農業を基盤にするというバランス感覚に優れている点も評価できる。バラ
ンス経営が第四の特長に挙げられる。
（３）新潟ゆうき（表３）
新潟ゆうきの代表取締役佐藤正志は，二十歳で本田技研工業の車両整備子会社に就職し，車両サ
ービスと経理，部品販売などの業務を経験した１８）。しかし，家庭の事情で２７歳の時に帰郷し，就農
することになったが，その時の生産規模はわずか７５aでしかなかった。また，新潟の岩船地区は，
魚沼産コシヒカリの産地である上越地区と異なり，保守的な土地柄で農協の力が強かった。そして，
他地域に比べ小作料が高いこともあり，コストダウンと売値の引き上げが不可欠という厳しい環境
に置かれていた。
新潟ゆうきのモットーは「売れるコメづくり」である。それは農協出荷では農業を維持するため
の収入が得られないとの危機感から，佐藤が早くから米の直接販売を行ってきたことが背景にある。
１９８９年に特別栽培米（特栽米）制度が作られ，無農薬栽培米の直接契約と消費者への直接販売が可
能になった。それまでも，わずかではあるが有機米生産の経験があり，直接販売に比較的容易に踏
表３ 新潟ゆうき（株）プロフィール
１．代表者 佐藤正志（代表取締役）
２．所在地 新潟県村上市
３．法人設立 ２００１年（当初，岩船有機生産者協会として設立）
４．資本金 ６００万円
５．売上高 ２．３億円（２０１２年）
６．農場面積 法人３４ha，４１軒の参加農家８０ha，同社経由販売の出荷農家１１０ha。
７．生産品目・事業 米，各種野菜，食品加工，直営店。
８．社員数 役員３人，社員４人，事務１人。
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み出すことができたという。１９９５年に米の流通と販売が自由化されると，直接販売はさらに拡大し
た。直接販売を通じて市場や消費者と対話することから学んだことは，消費者が望む米（無農薬米
や生産履歴が確かな米など）を生産し，販売することの重要性であった。その後も順調に販売量を
伸ばしたことで，販売するための米が足りない状態となった。しかし，増産に必要な田んぼを個人
として確保することはままならない。これが，２００２年に１６人で岩船有機生産者組合を設立（のちの
新潟ゆうき株式会社）することになった経緯である。
特栽米として県の認証を得るためには，すべての生産者と栽培技術協定を締結し，栽培技術と栽
培管理の共通化に取り組む必要がある。使用資材の統一によって生産者の経済負担を軽減できるし，
１０a当たり３．５トンの堆肥を散布するなど，土づくりにも力を入れた。また，１．９mmの選別網によ
って異物の混入を防ぐなど細心の注意を払っている。そして栽培履歴を公開するために栽培データ
の収集を義務付け，情報の共有化を実現している。実際，作柄異常の原因を栽培データから特定す
ることは容易という。これらの仕組みは，すべて売れる米づくりを実現するためである。当初，生
産組合に加入しても，販売先を自由に選択できるようにしたため，生産者の組合への加盟の障害が
低まり，加盟促進につながった。結果的には，農協出荷に比べて売値が相当程度高く，集落の９割
くらいの生産者が参加するようになり，ほとんどが新潟ゆうき経由の直接販売になった。
佐藤は１９９０年代を通じて東京都の有機農産物フォーラムに毎年出店し，消費者の声を聴き，消費
ニーズの把握に努めた。米を直接販売したいというのが出店の目的であったが，米だけでは集客が
難しく，漬物などの加工品や干し柿など農家ならではの加工食品も併せ販売することで人気を博す
るようになった。六次産業総合化事業の一環として現在取り組んでいる食品加工工場の拡大，直営
店展開，ネット販売などの現在の取り組みにつながった。ここでのポイントは農家が生産者に留ま
らず，消費者と対話するなかで，生産品目や生産方法について工夫を凝らし，マーケター，事業者，
経営者としての能力を磨くことができる点にある。
新潟ゆうきは１９８８年に新潟県稲作経営者会議に入会した。その後，佐藤は同会長，そして全国稲
作経営者会議の会長を歴任し，米の生産と流通，販売に関して，様々な形で提言を行っている。さ
まざまな会議やシンポジウムに参加することで知己も増え，時にはビジネスに関する紹介や引き合
いが届くこともあるという。１９９０年代後半から伊勢丹に米を納めているが，同社への納入業者を紹
介してくれたのも，そうした偶然の産物であったという。こうした経営者の外向的な姿勢は，具体
的な商談の機会を得るだけでなく，市場に学び，経済を知り，よりスケールの大きな事業と会社経
営を行う動機付けになり得ることにも留意したい。
現在進めているのは他業種との共同事業である。六次産業化基金を利用し，亀田製菓と加工米の
新品種試験栽培を進めている。クボタとは香港とシンガポールに精米設備を設置し，精米鮮度を高
めた米を現地で販売するプロジェクトに着手している。
これまでの記述から新潟ゆうきの米生産は高付加価値米の生産に特化していると受け止められる
かも知れない。しかし，実際は主食米に特化するのではなく，加工米，政府備蓄米，輸出米などを
組み合わせ，生産効率の向上を目指している。田植えと収穫時期をずらし，まずは加工米の収穫を
８月終わりから始め，その後９月半ばからコシイブキ，そしてコシヒカリを収穫し，輸出用米は１０
月以降に収穫することで作業と機械設備稼働の平準化を図っている。また，現在新潟ゆうきへの参
加農家の生産規模は約１００ha，集荷・販売分の作付面積も約１００haになっているが，輸出米，備蓄
米，加工米として参加を呼びかけている農地がさらに１００haあるため，ここ１，２年で同社関連の
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圃場は，１０km圏内に３００ha近い規模になる見込みという。そうすれば３０haを１つのユニットとし
て田植え機，コンバインなどの農機をそろえ，設備の使用効率を高め，生産性の向上を図ることが
できる。このようなバランス感覚と効率追求のビジネス感覚も同社の特徴といえる。
新潟ゆうきの特長は，上述のとおり，経営者の外向性とバランス感覚，ビジネス感覚の鋭さにあ
るといえる。これが第一の特長である。第二の特長は，本文では十分に紹介できなかったが，付加
価値の積み増しを狙った，産品の拡大（米から野菜へ）と商品加工，直営店開設である。ただし，
六次産業化の真価が問われるのはこれからである。第三の特長は農協からの自立である。そして現
在は生産と販売のネットワーク化によって，新潟ゆうき自身が参加農家に資材と機械，それに生産
技術を提供することで，全体として効率的で，付加価値の高い農業を実現しようとしている。
４．集約型農業法人
（１）柏崎青果（表４）
社長の柏崎進一は，２０歳になった１９６８年に半農半漁であった父のあとを継いで就農した１９）。高度
経済成長真っ只中の当時は，モノがあれば売れる時代で，昼間は農作業に従事し，夜になれば流通
業者の手伝いで近隣の農家から長芋やりんごなどの青果物を仕入れ，スーパーなどに卸していたと
いう。１９９１年に法人化し，１９９３年に野菜の加工部門を立ち上げ，現在に至っている。
柏崎青果の事業は３つに分けられる。１つは生産事業で，１０haの畑で長芋，にんにく，大根，
キャベツ，ゴボウ（種子取得用）などを生産している。２つは青果事業で，自社の生産野菜に加え，
他から仕入れた野菜や果物をスーパー向けに販売している。３つは加工事業で，５０品種以上の加工
食品を生産，販売している。加工食品の原料となる野菜の内製化率は低く，ほとんどを社外から仕
入れている。例えば，長芋の加工品で使用する２，５００―３，０００トンに対し，３haの畑で採れるのはわ
ずか２―３トンであり，にんにくも３，０００トン中１．５トンに留まるという。加工食品の販売量が急増
するなかで，原料となる野菜の生産は追いついていない。主力製品は，黒にんにく，カット長芋，
長芋パウダー，切干ダイコン，レンジ DEにんにくなどで，柏崎によれば原料が同じでも組み合わ
せを変えるだけで新商品を開発できるので，商品開発の自由度は高いという。規格外のはねものや
端材を利用した，長芋パウダーやスライスごぼうなど，工夫を凝らした商品開発も同社の強みであ
る。しかし，長芋を中心とする生産，加工，販売だけでは発展が難しいとの認識から，研究者の協
表４ （有）柏崎青果プロフィール
１．代表者 柏崎進一（社長）
２．所在地 青森県おいらせ町
３．法人設立 １９９１年
４．資本金 ６，０００万円
５．売上高 １１億円（２０１２年）
６．農場面積 １０ha。
７．生産事業 長芋，ニンニク，ダイコンなどの生産。
青果事業 生産野菜と買付け野菜，果物の一次加工（含パッキング）販売。
加工事業 黒にんにく，カット長芋，長芋パウダー，切干ダイコン，レンジ DEにんにくなど，５０品目
以上の商品を開発，生産。
８．社員数 役員３人，常勤社員６０人，パート３０人。
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力を得て，にんにくの加工を試み，試行錯誤の末，完成したのが「熟成おいらせ黒にんにく」であ
る。数々の受賞を経て，１．５億円を売り上げる付加価値の高い花形商品が完成した。このように，
農業を出発点としながらも，加工食品の開発と生産に特に力を入れ，一次＋二次＝「三次産業２０）」
化しているところが柏崎青果の最大の特徴といえる。
マーケティングにおいて強みを発揮する柏崎青果だが，販路はどのようになっているのだろうか。
現在，卸売会社経由スーパー向け販売が全体の６５％を占めている。青森，岩手のスーパーチェーン
以外では，西友（仙台と関東一円），関東の私鉄系スーパー８社会などが含まれる。その他は大阪
と関東の生協向け売り上げが１５％，残りの１５％が土産用販売と通販となっている。利幅の大きな土
産用と通販向けを５０％に引き上げるのが目標という。柏崎青果の最大の特色は海外向け販売に力を
入れてきたことである。１９９７年の台湾向け長芋の輸出を皮切りに，イギリスと米国のスーパーチェ
ーンへも長芋を，スイスには黒にんにくを輸出している。また，フィンランド向けにはダイコンや
ごぼう，にんにくなどの乾物を輸出している。農業生産法人のこの規模の会社としてはめずらしく，
ウェッブサイトは日本語に加え，英語のみならず，中国語，ロシア語，フランス語のサイトがある。
海外市場の攻略はなかなか手ごわいようだが，あきらめず挑戦しているところに，同社の考え方と
姿勢が表現されている。
販売促進の一環として，柏崎が取り組んでいるのが青森産にんにくの認知向上，黒にんにくの商
品認知を高める取り組みである。青森にんにく協会の会長として，啓蒙活動，販促活動の先頭に立
ちリーダーシップを発揮している。同協会のメンバーは現在１０社で青森のにんにく生産の７割をカ
バーする会社が参加している。
柏崎青果の第一の特長は「野菜は腐るが加工すれば命が吹き込める」として，加工食品の開発に
よって，高付加価値化を実現している点にある。一次産業と二次産業を組み合わせ，多彩な商品を
マーケティングの基本に則り供給している。第二の特長は，本文ではあまり触れられなかったが，
倹約型のイノベーションとも入れる形で新たな商品開発を行うと同時にコストダウンを実現してい
る点である。端物野菜による商品開発は上述のとおりだが，野菜の加工，加工食品の生産，出荷な
どのあらゆる工程で，建屋や設備，機器を新調するのではなく，中古財を工夫することでコストを
かけずに生産性向上を実現している。これは倹約しつつ新商品の開発につなげる経営思想に通底す
る。
（２）グリンリーフ（表５）
社長の澤浦彰治は農業高校を卒業後，畜産試験場の研修を経て，１９８４年に就農し，家業のコンニ
ャク芋の栽培と養豚に従事するようになった２１）。しかし，１９８９年にコンニャク芋は大暴落し，納税
や借金の返済，次年の肥料代の捻出にも苦労する状態に陥った。グリンリーフを中核とする事業は
この離農寸前の状態からのスタートであった。まずは相場に左右されるコンニャク芋の栽培だけで
なく，手作りコンニャクの製品化によって食品加工と自前販売を行うようになった。作柄による価
格変動の大きな野菜相場からの決別である。そしてコンニャク芋の無農薬有機栽培に成功し，らで
ぃっしゅぼーやとの取引が始まり，さらに無農薬野菜の栽培へとつながった。１９９４年に法人化し，
グリンリーフ有限会社（２００２年に株式会社化）を設立し，２年後には有機野菜の栽培と販売を行う
「有限会社野菜くらぶ」の設立（２００２年に株式会社化）を主導した。１９９８年にはコンニャクの加工
工場を新たに建設し，２００３年に漬物工場を新設し，現在に至っている。漬物事業では，糖しぼり大
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根が売上げの４割を占めるヒット商品となり，事業の安定化に資することになった。このように，
コンニャクの加工，販売によって得たキャッシュフローが基礎となって，漬物事業や野菜くらぶ，
サングレイス，四季菜への資金投入が可能となった（表６）。
野菜くらぶは，上述のとおり，野菜の有機栽培を目的に始まった事業が母体になっている。現在
では全国６０の生産者（法人を含み，作付面積は４１５ha）の栽培するレタス，トマト，キャベツなど
４０品目の野菜を出荷している。同社の特徴は全国に広がった生産地の気候差と標高差を利用し，多
くの作物を周年出荷できる態勢を構築しつつあるところにある。２００１年から独立希望の研修生（毎
年１―２名程度）を受け入れ，修了者が全国で就農することで生産者ネットワークが拡充している
点も見逃せない。四季菜は群馬県で小松菜とほうれん草を，１年を通じて有機栽培するために設立
された（２００５年）。サングレイスはモスバーガーチェーンにトマトなどの生鮮野菜を安定供給する
ために２００６年に設立された。グリンリーフを中核とするグループの野菜と加工食品の流れは次のよ
うになる。グリンリーフは自社の農場と四季菜，それに野菜くらぶからの原料を用い，コンニャク，
漬物，冷凍野菜を生産し，スーパー，生協，外食など２４０社に直接販売している。野菜くらぶは，
グリンリーフを含むグループ会社（四季菜，サングレイスなど），生産者，赤城自然栽培組合（コ
ンニャク芋の有機栽培組合）から仕入れた野菜を加工メーカーおよびスーパー，生協，外食など９０
社に契約販売している。
グリンリーフの事業において特筆すべきは，野菜市場の相場に左右されない自立した農業を目指
し，他の協力を得つつ強固な意志でそれを実現したことである。コンニャク加工によって高付加価
表５ グリンリーフ（株）プロフィール
１．代表者 澤浦彰治（社長）
２．所在地 群馬県昭和村
３．法人設立 １９９４年（有限会社化）
４．資本金 ９，５５０万円
５．売上高 ６．５億円（２０１２年）
６．農場面積 １５ha。
７．生産品目・事業 コンニャク芋，白菜，小松菜，ホウレンソウの有機栽培。
コンニャク製品，漬物など農産物加工品。
８．社員数 役員３人，社員６３人，パート４人。
秋から冬にかけて食品加工の繁忙期は１０数人の派遣社員。
表６ グリンリーフを中核とするグループの主要会社プロフィール
資本金 主要株主（含む無議決）２０１２年売上高 社員数 圃場面積 事業内容
グリンリーフ（株）
（株）野菜くらぶ
（株）四季菜
（株）サングレイス
９，５５０万円
３，９５０万円
１，０００万円
７，２００万円
澤浦６０％
グリンリーフ１７％，
澤浦３％
グリンリーフ１００％
モスバーガ ４ー０％
６．５億円
１６．５億円
５，０００万円
１．７億円
７０
３４
１４
１９
１５ha
生産者６０人
１８ha
２．７ha
有機農産物の生産，
加工
トマト，レタスな
どの野菜販売
有機小松菜・ホウ
レンソウの栽培
モス向け野菜（ト
マト）の栽培
出所：筆者作成。
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値の商品を自前販売できるようになったのが出発点であるが，農家の作るおいしい手作りコンニャ
クという製品面のイノベーションであったことも見逃してはならない。コンニャク芋と野菜の無農
薬有機栽培を手掛けるようになったのも，生産者自身が家で食べる「おいしく安全な野菜」を生産
して，販売するという当たり前のこと（しかし，当初は非常識）に挑戦するという強い意思を第一
の特長として挙げたい。第二の特長は直接販売によって顧客の声に耳を傾け，それらに応えること
の重要性と面白さを学び，事業のなかでそれを実現したことである。顧客のみならず，農業生産者
の組織化など，他者とのコミュニケーションを深め，事業に関連するが異なる特徴を持ったいくつ
かのネットワークを拡充してきた点も見逃せない。事業への真摯さと外向的な姿勢が事業の拡大に
つながった。第三の特長は経営者として必要な知識習得に貪欲で，バランスの取れた経営感覚を身
に着けている点である。このことは，澤浦が農業者として初の群馬中小企業家同友会の代表理事に
就いていることからも分かる。５Sの強調，フィッシュボーン分析などによる経営分析，IT活用
による衛生管理の徹底など，経営の近代化を推進している。第四の特長は優れた組織化能力である。
社内では社員をそれぞれの持ち場のプロとして育成し，それらの専門知識を組織として集約し，活
用するための組織づくりを目指している。そうしたなか社員の専門性は大いに高まっている。他方，
農業者として独立志向を持つ人には，独立支援プログラムを通じて，自立支援を行うなど，各人の
意思を尊重しつつ，能力開発を行っているのである。
（３）ブロメリア・ギフ（表７）
社長の細川清隆は繊維会社に６年勤務したのち，１９７３年に家業の観葉植物栽培を継承した２２）。
１９８０年代の半ば，花卉運送を兼業し，大阪の花卉市場や小売店で人脈を形成する一方，観葉植物の
ドラセナの栽培に成功し，事業化した。しかし，その後，安価な輸入苗の攻勢で大打撃を受けるこ
とになる。そうしたなか，欧州視察で出会ったグズマニア（ブロメリア）の栽培に一本化すること
を決断し，１９９０年に法人化した。１９９２年にミニバラの生産を開始したが，後発だったこともあり，
うまく行かず撤退した。そのあと，デンマークのポールセン・ローズ社から日本で唯一の認定生産
農場に選ばれたのが，ブロメリア・ギフの転機になった（１９９８年）。ポールセン・ローズが麒麟麦
酒との契約を解消したことを知り，知己を通じて同社とコンタクトした。バラを独占的に扱う相手
先を探していたポールセン・ローズは複数の候補のなかから，ブロメリア・ギフを選び，両社は日
本での独占契約を結ぶことになった。
契約後は，ポールセン・ローズから年２回，技術者を派遣してもらい指導を受ける一方で，年に
１度はブロメリア・ギフから技術者をデンマークに派遣し，育苗技術の確立に努めた。しかし，気
温と湿度の高い日本でのポールセン・ローズの栽培は容易ではなく，栽培技術を習得するのに５年
表７ （有）ブロメリア・ギフのプロフィール
１．代表者 細川清隆（社長）
２．所在地 岐阜県養老町
３．法人設立 １９９０年
４．資本金 ８００万円
５．売上高 ５．８億円（２０１２年）
６．生産品目 ブロメリア，ポールセン・ローズなどの花卉生産。
７．社員数 社長・総括４人，グズマニア８人，パラ７人，パート２９人，研修生８人。
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かかったという。そして，高島屋植物園がポールセン・ローズを扱うことになり，日本でも普及す
るようになった。ポールセン・ローズ社の１５０年の歴史でブロメリア・ギフは３２番目の契約者でア
ジアでは初めてだった。その後，韓国と中国，それにマレーシアでも代理店（契約者）が指名され，
日本で進化した栽培技術が活かされることになる。なお，ポールセン・ローズ社は代理店間の競争
（輸出）を禁止しており，市場間の競争は回避されている。ポールセン・ローズの幼苗は欧州から
７割，アジア（中国とベトナム）からは３割となっている。
順調に見えたブロメリア・ギフの花卉事業は，２００９年に思わぬ逆風にさらされることになる。管
理ミスが重なり，べと病が発症し，ポールセン・ローズが全滅したのである。栽培技術が十分に確
立しておらず，社員教育も不十分だったにもかかわらず，栽培を任せた経営者の力不足が原因とい
うのが細川の反省である。２０１２年に黒字に回帰し，ようやく２００９年の失敗を克服しつつあるという
のが現状である。栽培データ（温度，湿度，日照，炭酸ガス濃度など）の分析を深化させ，栽培技
術の精度を高めることが現在の課題となっている。他方，販売データの分析を強化し，注文栽培の
比率を高めることで，付加価値の積み増しを目指している。
細川の最大の強みは人脈形成と活用能力であり，知己を通して貴重の情報へのアクセスに成功し
たことである。学ぶことが好きで，経営コンサルタントや企業経営者の講演会やセミナーに足繁く
通い，多くの知己を得てきた。このことが第一の特長である。第二の特長はサラリーマン経験もあ
り，ビジネス感覚に優れていること，決断力があること（生産品目の改廃など），学習能力に優れ
ていることが挙げられる。確かに，組織能力を十分に引き上げることができなかったことは反省点
であるが，経営の近代化に努め，徐々に成果に結びつけている点は高く評価できる。
（４）京丸園（表８）
代表取締役の鈴木厚志は父親の手掛けるみつば栽培とは異なる洋ランの栽培を学び，５年挑戦し
たがなかなかうまく行かず，２５歳の時の家業を手伝うようになった２３）（１９９０年）。ただ，みつばの
生産に集中するのではなく，ニッチともいえる（ミニ野菜の）姫みつば，姫ねぎ（芽ねぎ）の水耕
栽培を開始した。しかし，それから５年ほどは生産が安定しなかったという。転機になったのは，
次の２つの出来事である（１９９５年）。経営講座に出席し，経営理念と経営目標というゴールなしに
事業を行うのは単なる彷徨であり，経営とはゴールから逆算して事業を計画することであるという
ことを学んだ。経営のいろはを知らなかったことを悟り，「笑顔創造」という経営理念はこうした
経験を通じて，制定された。もう１つは，ちょうどその頃，障がい者との出会いであり，障がい者
表８ 京丸園（株）プロフィール
１．代表者 鈴木厚志（代表取締役）
２．所在地 静岡県浜松市
３．法人設立 ２００４年
４．資本金 ８００万円
５．売上高 ２．６５億円（２０１２年）
６．農場面積 水耕９４a，田畑１２０a（水稲７０a，野菜５０a）。
７．生産品目 水耕 京丸姫みつば，京丸姫ねぎ，京丸姫ちんげん。
土耕 京丸コシヒカリ（無農薬アイガモ農法），水菜，ゴボウ，甘藷。
８．社員数 役員４人，社員３人，準社員３人，パート５７人（うち障がい者２１人）。
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を雇用し，組織として活かすことで，生産性を向上させることさえできることを学んだ。１９９７年か
ら毎年１人ずつ障がい者を雇用するようになり，現在では６７人中，２１人が障がい者となっている（６７
人は役員，社員，パートを含む）。
現在の生産品目は，水耕栽培の姫みつば，姫ねぎ，姫ちんげん，土耕のコシヒカリ，水菜，ゴボ
ウ，甘藷の野菜である。農協との関係は他の農業法人と異なり，大変友好的なものである。周囲の
反対を押し切り，２００２年には直接販売を止め，１００％農協経由，販売することを決断した。それは
京丸園の商品を真剣に販売してくれる農協の担当者と組織として全面的にバックアップしてくれる
地元農協があったからだという。また，京丸園の知名度は JAとぴあ浜松（農協）と比べるべくも
なく，農協ブランドを活用できれば，手数料はそれに十分見合うものであるとの判断であった。し
かし，重要なことは，だからといって販売を農協に完全に依存しない鈴木の経営センスとバランス
感覚である。農協経由の販売にもかかわらず，営業担当者が全国４０の野菜市場で情報収集に努め，
販売見込みに従って生産する体制を整えている。東京市場の姫ねぎのシェアは６割から７割，姫み
つばは１０割，姫ちんげんも最大の供給者になっている。これらのミニ野菜市場の初期参入者であり，
生産規模を一気に拡大したことで，他が追随しにくい環境をつくることができた。そもそも他の主
要な野菜と異なり市場自体が限られているため，大手の参入を懸念する必要もない。水耕栽培で周
年栽培が可能な３品種は，農協経由の市場販売であるが，市場動向の把握と独占的供給によって，
受注生産のような安定した態勢を整えることができた。
障がい者の雇用は，一般的に生産性の低下要因となる。しかし，機械や機器の開発と工夫，作業
手順と指示の仕方の工夫，そして何よりも組織として障がい者を支えるという文化で醸成されれば，
生産性の向上が可能となる。第二農場は障がい者雇用で事業を維持できるかどうかを確認するため
の実験の場であった。通常は売れる品目を選択し，生産するが，そこでは障がい者が担当できる産
品（姫ちんげん）に特化し，農場設計を行った。内製すべき作業もそうした観点から限定的なもの
（葉物野菜の栽培で重要性が極めて高い，したがって農業者にとっては腕の見せ所ともいえる苗作
りを放棄）とした。その結果，５年で黒字化に成功したという。
京丸園は２００４年に株式会社化した。しかし，鈴木にとって，農業は家業に適した産業であるとい
う。会社化すれば，利益を確保し，常に成長を志向しなければならなくなるが，それは本来あるべ
き農業ではないという。他方，属人化した事業は自然人の死とともに，事業も消滅するが，会社は
経営者が交代しても，経営理念に基づく経営は維持される（ゴーイング・コンサーン）。鈴木の目
指すユニバーサル農業（障がい者雇用と障がい者のリハビリを通じた農作業による農業経営）の実
現にはまだまだ時間がかかる。そうした見通しから，その理念を継続する主体として京丸園を位置
付けたいというのが，法人化の理由であった。
京丸園の最大の特長はユニバーサル園芸を科学的経営に基づき実現していることである。仮説検
証を繰り返し，さまざまな工夫を通して，二律背反を克服しているところにある。このことは販売
面でも共通である。農協を活用することですべてを丸投げするのではなく，市場情報の把握など自
社で押さえるべきは押さえることで，農協ブランドの活用（市場活用）と販売量の調整（価格の自
己管理）という両者の利点を手に入れているのである。それが第二の特長である。そして，京丸園
の優れた経営は，顧客はもちろんのこと，社員の幸せを実現するためであるという経営理念「笑顔
創造」が基礎になっている点を見逃してはならない。理念を重視しつつ，しかし企業経営として持
続できるようバランスの取れた経営を実現しているのである。
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（５）新福青果（表９）
代表取締役の新福秀秋が高校卒業後，大手の繊維メーカーに就職し，研究職に就いたのは１９７０年
代の初頭であった２４）。しかし，オイルショックの影響で研究所の活動が縮小され，将来に不安を覚
えたことをきっかけに５年で退職し，家業である農業に携わることになった。それは１９７６年であっ
たが，父は大反対であったという。当初は，園芸野菜の栽培と和牛の飼育であった。ただ，農協向
け出荷では納入価格を自分で決められないし，たとえ出来栄えがよくても一律の価格で引き取られ
るのであり，そのことに満足できなかった。そのため，１９８３年には産地直送販売と生協へ納入を開
始し，自ら野菜を販売する道を模索した。１９８６年に契約栽培を開始し，１９８７年には有限会社新福青
果として，法人化に踏み出した（農業生産法人化は１９９５年）。
法人化のきっかけは，定期的に休み（休日化）を取るとの妻との約束が果たせなかったからであ
り，サラリーマンのように休日が取れる農業を実現しようと思ったという。また，農業は天候など
によって仕事の有無はその日にならないとわからないところがあるし，それを当然視するところが
あった。その頃，仕事を手伝ってもらっていた近所の人から翌日の仕事の有無を問われ，会社のよ
うに仕事の日程が事前に決まらないようでは，働く人たちの家庭生活が犠牲になってしまうとの危
機感を抱いた。法人化することで，会社を主体とし，社員が定期的に休みを取れ，パートも仕事の
日程が事前に分かるような農業を実現したいとの思いが出発点であった。
新福青果は現在１２４haの農場でサトイモ，ゴボウ，甘藷，ニンジンなどの野菜を栽培している。
また，地域の高齢者や障がい者を雇用し農作業に従事してもらう会社を，（有）宮崎アグリサポー
トとして設立した。このほかに４７０軒（２５０ha）の農家を都城ふるさと園芸組合として組織化し（生
産者としての新福青果も組合員），同社が扱う農産物の生産を委託している。青果に加え，カット
野菜などの加工食品の生産，販売も行っている。それは，生協やスーパーへの直接販売は実現した
ものの，良品のみの引き取りで，残った野菜の販路を確保しなければならなかったからである。野
菜を加工するためには設備投資が必要であるし，手のかかる作業ではあるが，生産した野菜をすべ
て利用できるし，他が参入しにくい，新たな市場を創造できるといううまみもあった。
新福青果の最大の特徴は，農業への情報通信技術（ICT）の活用である。その背景は第一に社員
が若く農業未熟練者が多かったため，経験不足を ICTで補おうとしたことである。第二は熟練者
の知識は通常限られた農場でしか活用できないが，ICTの利用によって，距離を克服し，知識を多
くの農場で活用（多重利用）できるようになった。第三は生産過程の履歴をデータ化する，いわゆ
るトレーサビリティの徹底によって，リスク管理を可能にするとともに，農産物の高付加価値化が
実現した。第四は社員が農業経営管理者としての能力を身に着けるツールとしても ICTは有用で
表９ （有）新福青果プロフィール
１．代表者 新福秀秋（代表取締役）
２．所在地 宮崎県都城市
３．法人設立 １９８７年
４．資本金 ６，１１５万円
５．売上高 １２．３４億円（２０１２年）
６．農場面積 直営１２４ha，契約２５０ha。
７．生産品目・事業 サトイモ，ゴボウ，甘藷，ニンジンなど各種野菜の生産と加工販売。
８．社員数 ４４人（含む役員）。
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あった。
１９９０年代に農作業の日報を，パソコンを利用し，表計算ソフトに記録することから始まり，２０００
年代に入ると，大日本印刷の協力を得て，システム開発を進め，軍事用のパソコン（通常のパソコ
ンでは強度が不足）にデータ入力し，本社へ送信できる態勢を整えた。しかし，そのシステムは農
薬や肥料の投入量を管理することに力点があり，安心安全な野菜栽培という点では有意義であった
が，農業経営上必要な，人の動きや資材投入のデータ管理ができないし，肝心の農場ごとの原価計
算ができないという致命的な欠点を抱えていた。
富士通との共同プロジェクトが始まったのは２００６年である。以降，毎年のべ２５０人のエンジニア
が新福青果を訪れ，システム開発に従事し，生産情報と社内業務の標準化と共通化が実現すること
になる。圃場の状態はカメラとセンサーを利用し，クラウド経由，本社にデータが届くようになり，
生産管理が効率的になった。作業記録もパソコンからタッチパネル端末，そして GPSロガーとい
う記録端末に置き換わった結果，作業者の入力精度が増した。気温，湿度，雨量，土壌 pH値，そ
れに映像情報を蓄積することで，播種・苗，肥料と農薬の散布時期など農作業のタイミングが「見
える化」できた。熟練者の知識を多重利用するとともに，若い社員の知識習得が容易になったので
ある。
新福青果の第一の特長は農業を「普通の産業」にして，休みの取れる仕事にしたことである。法
人化はそのための手段であり，当初の目的を達成できた。第二の特長は品質の良い農産物を栽培し，
それを人任せにせず，自らの責任で販売できるようにしたことである。その副産物として，野菜の
加工を手掛けることで，無駄の排除と新たな商品化に成功した。そして，それは同社の経営安定化
に大いに寄与したのである。第三の特長である ICTは，日本の最先端に位置する。一般論として ICT
の農業への導入において，日本は遅れを取っている。ただ，本稿で紹介している農業法人は，いず
れも ICTなど，新たな技術の活用に貪欲である。しかし，新福青果ほど ICTの活用を徹底してい
るところはない。第四の特長は近隣の野菜生産農家を組織化するとともに，高度な野菜生産を徹底
し，地域の活性化に貢献している点である。地域の信頼を得て，ネットワーク化することで地域全
体の底上げに成功したのである。
５．考察とむすび
各社の経営思想の特徴を一言で表すならば，自立志向を基礎として，地域や他社との共存共栄を
図ろうとする，確固たる信念に基づいているということになる。西部開発農産は農業と農地保全へ
の思いが，六星は農業を中心に据えつつ，食品加工と直販，レストラン事業を会社として推進する
という明確な指針が，そして新潟ゆうきは売れる米作りという経営理念が明確である。これら土地
利用型農業の３社はいずれも，水稲を中心とする食糧生産を中核にしながら，自立可能な農業を模
索するという共通点を持っている。
他方，柏崎青果は野菜の生産，販売のみならず，野菜を加工したり，加工食品を開発，生産した
りすることで経営を安定させ，安全安心な食料を消費者に届けることを使命としている。グリンリ
ーフは経営の自立化を図るために，差別化された良いもの（手作りこんにゃく，無農薬こんにゃく，
無農薬野菜）を市場の相場に左右されることなく，客先に届けることを経営の中核に据えている。
ブロメリア・ギフは花卉の生産と販売を通じて，顧客に夢と感動，そしてやすらぎを提供すること
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を経営理念にしている。京丸園は「笑顔創造」の理念の下，ユニバーサル農業の進展を経営の基軸
に据えている。新福青果は農業が「普通の産業」になり，社員が個人の生活を犠牲にせず，仕事に
取り組むことができる会社を目指している。集約農業各社の経営思想には共通点が乏しいように思
われるかも知れない。それは，集約農家が土地利用型と異なり，国からの保護はほとんど期待でき
ず，自立志向が本来的に強く，それを実現するために，何に力点を置くかいう点が各社各様だから
である。ただし，一見，経営理念は異なるように見えるが，顧客志向，従業員の幸福実現という点
では一致している。そして，何よりも重要なのはこうした経営思想を中核として，科学的思考と外
向的姿勢に基づく経営を実現していることである。
科学的思考も各社に共通する。西部開発農産は新技術の導入に際して，農場で実験し，自社に適
合する技術を開発している。六星は六次産業化に際して，衛生設備への投資や商品・事業開発にお
いて，仮説を設定し，自ら検証する取り組みを行った。新潟ゆうきは栽培情報の収集と活用を徹底
し，すべての生産農家が高付加価値の特栽米の生産に従事できる仕組みを作った。柏崎青果は新商
品の開発に際し，市場ニーズをくみ上げつつ，コスト削減を両立させた。グリンリーフも情報武装
を進める一方で，作業環境の保全や因果関係の分析に関する経営手法を貪欲に取り込み，活用して
いる。ブロメリア・ギフは栽培データの収集と分析を深化する一方で，販売データとの突合せによ
って付加価値の高い花卉生産を実現しようとしている。京丸園は障がい者の農作業従事のために，
機器の開発を行ったり，作業手順を標準化したりする取り組みを進展させている。新福青果は最先
端ともいえる ICT技術の活用によって，効果的かつ効率的な農業を実現している。これらは科学
的思考とそれに基づく経営手法の一部であるが，各社に共通しているのは経営思想を実現するため
に，進取の精神を発揮していることである。新技術や新手法に敏感で，なおかつその実用性を自ら
確認するため検証作業を行い，自社に最適な形で導入している点である。
外向的姿勢も共通する。今回インタビュー調査を行った創業者は，特徴的な農業を実践している
こともあり，メディアへの露出の機会は多い。西部開発農産の照井は海外での農場視察に積極的で
あるし，他社と協力し東南アジアや中国での稲作の実験を始めている。六星は六次産業化を推進す
るうえで，関係する他社との連携に積極的である。新潟ゆうきの佐藤は全国稲作経営者会議の前会
長として，農業に関して積極的に発言している。柏崎は青森にんにく協会の会長として，にんにく
と関連加工品の認知度向上に努めている。グリンリーフの澤浦は群馬県中小企業家同友会の会長と
して，農業に留まらず会社経営に関して発言する機会が多い。ブロメリア・ギフの細川はあらゆる
機会を利用して，外部の知識の吸収に努め，そうした機会を社員にも提供している。京丸園の鈴木
はユニバーサル農業実現のため，さまざまな専門家と連携しつつ，積極的に情報発信を行っている。
新福が富士通との共同プロジェクトを進めることができたのは，問題意識を持って経営に当たると
ともに，他社との連携を模索してきた結果である。以上のような外向的姿勢によって，これら８社
は，経営思想を事業として実現するために必要な外部の経営資源にアクセスし，利用することがで
きた。同時に，新たな知識の吸収に貪欲で，他者に学ぶ機会を積極的に活用することで，自社の経
営資源の価値向上につなげている点も見逃せない。このように，優れた経営思想の下，科学的思考
と外向的姿勢によって経営に当たるという点で８社の経営は共通しているといえる。
他方，８社の広義の戦略は大いに異なる。同じ農業でも，土地利用型と集約型は農作物の栽培と
いう以外は本質的に異なる。土地の利用規模はもちろんのこと，栽培期間（したがって，キャッシ
ュフロー管理），製品差別化の程度，製品の生鮮管理など，企業活動の前提を異にする。栽培品目
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もブロメリア・ギフや京丸園のように限定的なところもあれば，新福青果のように多様な野菜を栽
培している会社もある。土地利用型でも新潟ゆうきや六星のように米が中心の会社もあれば，連作
障害を避け，土地利用を効率化するために，西部開発農産のように多様な穀物類は栽培していると
ころもある。農業の六次化の程度も西部開発農産のように一次産業に力を入れているところから六
星のように六次化しているところもある。ただ，多くは食品加工を行い（一次＋二次＝「三次化」），
六次化の可能性を探る点では共通である。農協との関係では京丸園のように協力関係を築き，共存
共栄しているところもあるが，ほとんどは完全に，あるいは一部を残し，農協からは離れ，自ら事
業を行っている。その他，具体的な経営方針・手法において，各社各様，それぞれの事業に合わせ，
独自の戦略を展開している。ただし，これらは当然のことともいえる。企業経営における本質に違
いはなくとも，ビジネスは他との違いによって生まれ，利益は人または組織によって創出されるか
らである。たとえ正しくとも，他とまったく同じことをしていては事業にはならないのである。
今回の調査対象８社はすべて会社組織である。しかし，創業者や経営者の会社の捉え方には違い
があるように思われる。「会社による農業」を強調するところや，理念に基づく農業を継続するた
めの会社を意識する創業者，社員が個人の生活を大事にできるような会社を目指す会社もある。そ
の一方で，会社組織ではあるものの，農業生産法人が認められ，事業規模が拡大するなかで，既定
路線として法人化したところもある。一見，この違いは近親者への事業継承の意図によって区別さ
れるように思われるかも知れない。しかし，「会社」を意識しつつも，結果的に子息に事業を継承
するような場合もあると思われる。この点は単なる継承のやり方というよりも，経営者の姿勢と会
社の位置付けといった定性的な判断が必要と思われるし，どちらが優れているというものでもない。
農業法人８社の調査に基づき，農業経営とその主体としての創業者と会社について議論してきた。
そして，各社とも創業者の強い思いを，組織として実現しつつあることが分かった。創業者と経営
者のリーダーシップの下，社員はそれぞれの専門性を発揮することが期待されている。組織能力と
いう点では発展途上と思われるが，社員の専門性と個人能力の向上および社員の力を増幅させる組
織力引き上げを志向し，社員教育の面でも科学的思考（例えば，ICTの活用）と外向的姿勢（例え
ば，社外の教育機会等への露出）は発揮されている。優れた経営を実践する工業など他の分野の企
業経営と本質的に何ら変わるところはない。会社組織の経営における共通性について再確認してお
きたい。
本稿の主題は「農業法人は農業再生の主体となり得るか」であったが，これまでの検討から，こ
れらの農業法人が農業に変革をもたらし，自立した農業を可能にしてきたことが分かった。もちろ
ん，伝統的な家業としての農業を否定するつもりはない。ただ，コスト意識に乏しい農業が存続す
る余地はますます狭まっている。規模の経済性が担保される営農規模は，農家経営であれ，法人経
営であれ確保しなければならない。組織の存在意義は個人ではできないことを可能にすることであ
る。それは単に社員の力の和ではなく，得意分野を組み合わせ，そしてあたかも化学変化を起こす
かのごとく，社員の力の積が組織能力となるのである。農業においても，そうした組織力を活かす
ことで優れた経営を実現し，農業の再生につなげることができる。調査対象の農業法人はその可能
性を示唆してくれた。
会社が農業に従事することに警戒感を持つ向きがあるが，その理由の１つは，利益至上主義と経
営破綻した場合の影響についてであろう。詳しく議論する余裕はないが，会社の行動原理が利益の
極大化というのは一般理論を追究する経済学の前提であって，経済社会の原則とは思われない。経
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営学の前提とするのも誤りであるし，ましてや企業経営の現場においては別次元の行動原理が存在
するように思われる。経営においては，一定の売上げと利益創出によって，株主や社員に報いつつ，
事業を継続，拡大することこそが目標なのではないか。また，経営破綻した場合，農地が放置され
るなどの懸念があるとすれば，それは税制を含む制度設計によって，経営の主体が変わっても，農
業自体は継続できるような仕組みを作ることが重要である。確かに，会社も，そして市場も取り扱
いを誤れば，社会が蒙る被害は甚大である。しかし，だからといってそれらを利用しないことによ
る弊害はそれ以上である。よく切れる包丁でも，怪我をすることなく，芸術的な料理を作れるよう
に，われわれも会社と市場の力を農業に最大限活かすことができるよう，知恵を絞り，さまざまな
工夫を凝らすべきだし，それは十分可能なのではないだろうか。
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す。
２）ステロタイプな表現ではあるが，「迷走した農業政策」といわざるを得ない。農地集約，農業の自立，競争力の強化
などの必要性は意識されてきたが，既得権の破壊は不可能に近く，結果的に緊急避難的な政策が実に長期に亘って維持
されることになった。
３）民主主義国家にあっては，選挙における農業団体の支援，農民票の行方に関心が高いという意味でセンシティブとい
う点も見逃せない。しかし，本論の関心領域とは異なるし，政治のみが要因とも考えられない。
４）ミクロ経済学では，効用の最大化行動について無差別曲線を用いて分析する。しかし，食料は必要量が満たされなけ
れば人は生存できないため，無差別曲線で説明できない領域がある。生源寺眞一（２０１３）『農業と人間』岩波書店，第
１章「フード・セキュリティ」を参照されたい。
５）例えば，ロシアの縫製業グロリア・ジーンズは典型例である。軽工業は元々競争力が著しく低く，１９９０年代のカオス
化した社会（政治，経済両面）にあり，かつ通貨高による輸入の増大という環境のなか，ほぼ壊滅した。しかし，同社
は国内に生産を残しつつ，競争優位を維持している。
６）Baldwin, Richard（２００６），“Globalisation : the great unbundling（s），”Economic Council of Finlandを参照されたい。
７）鹿児島の南州農場（黒豚の飼育と食肉加工品の生産に従事）への訪問調査を計画したが，フィリピン出張から１週間
経過しない時期だったため，取りやめとなった。
８）例えば，今村奈良臣（２０１２）「農業の６次産業化を＜３X２X１＝６＞という路線にしてはならない」『JC総研Webサ
イト「所長の部屋」』などを参照されたい。今村は一次産業を起点とする掛け算（当初は足し算）といっているが，筆
者の感覚では一次産業を起点とする考えに異論はないが，掛け算には違和感がある。というのも掛け算では１つが抜け
ただけで，答えも零になる。一次産業に集中する戦略もあるし，二次産業のみ連結することも大いにあり得るため，足
し算がよいのではないかと考える。
９）六次産業化については，政府の成長戦略のテーマの１つである「攻めの農林水産業」に謳われており，農水省の研究
プロジェクトでもしばしば取り上げられている。経済人（新浪剛史ほか）を中心とする提言「日本の農業をオールジャ
パンでより強くし，成長輸出産業に育成しよう！」（平成２５年２月１８日）のなかでも，企業との協力，投資減税の必要
性が指摘されている。
１０）今井雅和（２００２）「起業家行動の源泉を探る」『ベンチャー型社会の到来』高崎経済大学附属産業研究所編，日本経済
評論社，５９―８６頁。
１１）イノベーションというと「技術革新」と訳され，狭義に理解されるきらいがある。シュンペーターの議論に立ち返り，
新たな生産物，新たな品質，新たな生産方法，新たな組織形態，新たな市場，新たな調達先というように広
今井雅和
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義に捉えることが重要である。
１２）２０１３年７月１８日に同社を訪問し，照井耕一会長へのインタビュー調査を実施した。ほかには同社に関する報告書，同
社ウェッブサイトを参考にしている。敬称略。
１３）１aは約１０m×１０m，１haはその１００倍で約３１６m×３１６mである。１０aが約１反，１haは約１町となる。
１４）大沢信一（２００７）「規模拡大した「ニッポンのプロ農家」が「生きる道」～規模拡大とビジネスモデル～」『研究員の
ココロ』日本総研。
１５）前掲，生源寺（２０１３），１３５頁を参照されたい。
１６）２０１３年８月５日に同社を訪問し，北村歩取締役（創業者）と安田正和取締役へのインタビュー調査を実施した。ほか
に同社に関する報告書，同社ウェッブサイトを参考にしている。敬称略。
１７）それでも，国の助成が必要というところに，日本における稲作の構造的な課題が浮かび上がってくるし，そもそも土
地利用型農業においては，世界共通の構造的課題といえるのかも知れない。
１８）２０１３年１１月２１日同社を訪問し，佐藤正志代表取締役へのインタビュー調査を実施した。ほかに同氏の各種発言，同社
に関する報告書，同社ウェッブサイトを参考にしている。敬称略。
１９）２０１２年７月１９日に同社を訪問し，柏崎進一社長へのインタビュー調査を実施した。ほかに同社に関する報告書，同社
ウェッブサイトを参考にしている。敬称略。
２０）一次と二次の和で「三次産業」といっている。サービス産業を示す三次産業ではないので，カギ括弧で囲んだ。
２１）２０１２年８月１３日に同社を訪問し，澤浦彰治社長へのインタビュー調査を実施した。ほかに，澤浦彰治（２０１０）『農業
で利益を出し続ける７つのルール』，ダイヤモンド社，同社に関する報告書，同社ウェッブサイトを参考にしている。
敬称略。
２２）２０１３年９月１０日に同社を訪問し，細川清隆社長へのインタビュー調査を実施した。ほかに同社に関する報告書，同社
ウェッブサイトを参考にしている。敬称略。
２３）２０１３年９月１１日に同社を訪問し，鈴木厚志代表取締役へのインタビュー調査を実施した。ほかに同社に関する報告書，
同社ウェッブサイトを参考にしている。敬称略。
２４）２０１３年９月２６日に同社を訪問し，新福秀秋代表取締役へのインタビュー調査を実施した。ほかに同社に関する報告書，
同社ウェッブサイトを参考にしている。敬称略。
農業法人は農業再生の主体となり得るか
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